
カスタマーハラスメント対策規程

制定 令和８年１０月１日

（目的）

第１条 改正労働施策総合推進法（令和７年法律第６３号）の施行に伴い、すべての事業所

においてカスタマーハラスメント対策が義務化されたことから一般社団法人全国土木施

工管理技士会連合会(以下、当連合会という)における対策について、本規程を制定するも

のである。

（定義）

第２条 「カスタマーハラスメント」とは、職場において行われる①顧客等の言動であって

②その雇用する労働者が従事する業務の性質その他の事情に照らして社会通念上許容され

る範囲を超えたものにより③労働者の就業環境が害されるものであり、①～③の要素を全

て満たすものをいう。なお、電話やメール、ＳＮＳ等のインターネット上において行われる

ものも含まれる。

なお、言動の内容が社会通念上許容される範囲を超えるものの例として、そもそも要求に

理由がない又は商品・サービス等と全く関係のない要求、契約等により想定しているサービ

スを著しく超える要求、対応が著しく困難な又は対応が不可能な要求、不当な損害賠償要求

などをいう。

また、手段や態様が社会通念上許容される範囲を超えるものの例として、身体的な攻撃

（暴行、傷害等）、精神的な攻撃（脅迫、中傷、名誉毀損、侮辱、暴言、土下座の強要等）、

威圧的な言動 、継続的・執拗な言動、拘束的な言動（不退去、居座り、監禁）などをいう。

（適用範囲）

第３条 この規程は、当連合会のすべての従業員（正職員、嘱託職員、契約職員及び派遣職

員を含む。）に対して適用され、対象となる顧客等はＣＰＤＳ・セミナー・監理技術者講

習の利用者（今後利用者となる可能性があるものを含む）、講習会実施機関、その他業務

に関係する取引先等をいう。

（基本方針）

第４条 当連合会は、顧客等からの著しい迷惑行為（カスタマーハラスメント）から従業員

を保護するため、組織として毅然と対応する。

なお、悪質と判断される場合には行為の程度により、取引停止、ＣＰＤＳに関しては学習

プログラムや履歴登録の抹消、ＩＤの永久停止あるいは一時停止とし、既に入金された申請

費用や手数料等については残高含め返金しない、などの措置を行うとともに、犯罪に該当し

うる言動は録音データにより警察への通報や弁護士相談を行う。



（相談窓口）

第５条 当連合会は、事務局長を窓口とするカスタマーハラスメント相談窓口を設置する。

なお、報告については、直属の上長を経由して行うことを原則とする。

（対応マニュアル）

第６条 当連合会においては、主に電話応対時においてカスタマーハラスメントが発生す

ることが想定されるため、別途対応マニュアルを作成して、所内周知を行う。なお、当該マ

ニュアルについては内部資料とし、許可なく部外への提供・閲覧等は行わないこととする。

（対応者への配慮）

第７条 カスタマーハラスメントに対応した者に対しては、精神的なケアを行うとともに、

従事する業務の見直しなどの配慮を行う。

また、速やかに再発防止に向けた措置を講じて被害の拡大を防ぐ。

（その他）

第８条 本規程及び対応マニュアルに記載のない事柄については、改正労働施策総合推進

法及び同指針に従い執り行うものとする。

附則

この規程は、令和８年１０月１日から施行する。


